千葉市障害児施設給付費市単加算費実施要綱

（目的）

第１条　この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第２１条の５の３第１項及び第２４条の２第１項の規定により通所給付決定及び入所給付決定を受けた保護者が障害児通所支援事業所及び障害児入所施設（千葉市の設置する施設は除く。以下同じ。）から障害児通所支援及び障害児入所支援を受けたときに、当該障害児通所支援事業所及び障害児入所施設に対し障害児通所給付費市単加算費並びに障害児入所給付費市単加算費（以下「給付費」という。）を支給することにより、通所児童並びに入所児童の処遇向上を図ることを目的とする。

（費目の種類等）

第２条　費用の種類、支給対象児童等の経費の使途は、別表第１のとおりとする。

２　保護単価は、別表第２のとおりとする。

（支払い方法）

第３条　給付費は、概算払い（療育費等の支給、赤痢菌等衛生費及び就労実習費を除く。）とし、別表第１の支弁額の算式欄に掲げる算式により算出した額を様式第１号により当該四半期の前月５日までに請求するものとする。
（療育費等の支給方法）

第４条　療育費等の支給、赤痢菌等衛生費及び就労実習費の支払い方法は、精算払いとし、様式第２号により各四半期終了の翌月１０日までに請求するものとする。ただし、主として肢体不自由児又は重症心身障害児を入所させる医療型障害児入所施設については、療育費等とともに、毎翌月の１０日までに、赤痢菌等衛生費及び就労実習費については、第４・四半期終了の翌月１０日までに請求するものとする。

２　請求書には、様式第３号のほか、別表第１備考欄に掲げるものを添付しなければならない。
（協議）

第５条　この要綱により重度加算費の支給を受けようとする者は、当該年度当初に様式第４号により、児童相談所長に協議しなければならない。

２　前項の協議後変更があった場合も、前項と同様とする。この場合、提出期限は、変更のあった日から１０日以内とする。

３　千葉市児童福祉施設等市単措置費実施要綱第６条及び第７条により協議が終了している場合は、前項の規定によらずこれを準用するものとする。
（認定）

第６条　前条第１項の規定により協議を受けた児童相談所長は、内容を審査し、適当と認めたものについて、当該年度の期間これを認定する。

２　前条第２項の規定により変更の協議を受けた場合についても前項と同様とする。

３　法による国庫障害児施設給付費の重度加算費と、この要綱による重度加算費の重複支給は認めないものとする。

（市外施設の支給の特例）

第７条　市外の施設については、施設を所管する都道府県（政令指定都市及び児童相談所設置市を含む）の支給方法により支払うことができるものとする。

（支給の停止）

第８条　この要綱による費用の支給は、高額繰越金等（前年度末における当期末未払資金算残高（繰越金）及び積立金（引当金）の合計額が、当該施設会計の経常収入計（前年度収入決算額、ただし、各引当金戻入を除く。）の６月分相当額以上）を有する施設には行わない。

（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、給付費の支給に関し必要な事項は別に定める。

附則

　この要綱は、平成１８年１０月１日から適用する。

附則

　この要綱は、平成２０年２月６日から施行し、改正後の千葉市障害児施設給付費市単加算費実施要綱の規定は、平成２０年４月１日から適用する。

附則

（施行期日）　

１　この要綱は、平成２４年１１月３０日から施行し、改正後の千葉市障害児施設給付費市単加算費実施要綱の規定は、平成２４年４月１日から適用する。

（加齢児に係る経過措置）

２　障害児入所施設に入所する者が、各号のいずれかに該当するときは、第１条の規定による「児童福祉法第２４条の２第１項」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）第１９条第１項」と、「入所給付決定保護者」を「支給決定障害者」と、「障害児入所施設」を「障害福祉サービス事業所及び障害者支援施設と、「障害児入所支援を受けたとき」を「障害福祉サービスを受けたとき」と、それぞれ読み替えて適用する。

一　本市において、障害者総合支援法第１９条第１項の規定による介護給付費の支給決定を受けた障害者であること（ただし、障害福祉サービスについて旧指定知的障害児施設等と同一の施設において一体的に提供されている場合に限る）

二　他市町村において、障害者総合支援法１９条第１項の規定による介護給付費の支給決定を受けた障害者のうち、平成２４年３月３１日現在において、千葉市の障害児施設給付費を受けていた者（ただし、平成２４年４月１日時点で現にその者が引き続き同一施設に在籍している場合に限る）。

附　則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
